
 

長野県価格高騰緊急対策 骨子（案）  

                             長 野 県 

                              

  国の補正予算等を積極的に活用し、急激な原油価格・物価高騰等により、多大

な影響を受けている県民及び事業者を緊急的に支援するとともに、中長期的な視

点から省エネルギーなど未来につながる取組を促進する。 

効果的な取組となるよう、国や市町村、関係機関の施策を有機的に結び付け、 

連携して取り組んでいく。 

 

 

 

〔相談窓口〕生活相談、各種支援制度の周知、「生活就労支援センター（まいさぽ）」 

の充実 等 

〔経済的支援〕生活福祉資金特例貸付、自立支援金、子育て世帯特別給付金（町村 

分）、学校給食費等負担軽減（県立、私立） 等 

〔運営支援〕社会福祉施設、信州こどもカフェ 等 

〔就労・住まいの支援〕就労支援（障がい者就労等）、県営住宅の確保、 

（再掲）「生活就労支援センター（まいさぽ）」の充実 等 

〔価格動向の共有〕生活関連物資の値上げに関する情報受付、価格動向の調査、 

県民への情報提供 等 

 

 

 

〔相談窓口〕相談窓口の設置、下請かけこみ寺（長野県産業振興機構） 等 

〔料金規制分野への支援〕 公共交通事業者への支援  

〔経営継続（資金繰り）支援〕県制度資金による支援、飼料価格高騰への支援 等 

〔持続可能性支援〕 事業・エネルギー・代替品転換への支援 

省エネルギー促進・再生可能エネルギー普及拡大のための設備導入支援、 

県産小麦の生産拡大、代替肥料への転換支援、県産木材の生産・需要拡大 等 

〔価格転嫁支援〕関係機関と連携した呼びかけ 等 

〔官公需における適正価格〕 

 

 

 

〔県内での消費拡大〕信州割 SPECIAL、県版 GoTo トラベル事業の実施、 

省エネ家電購入支援 等 

 

※ 既決予算による事業も含む                  

くらしの安心の確保 

産業の安定的な活動の確保 

（不安解消・生活困窮者支援） 

（事業者支援） 

経済活動の活性化 （需要喚起） 
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